
市川市立第八中学校「学校いじめ防止基本方針」 

 

１．いじめの定義と学校の責務 

 

【いじめの定義】＜いじめ防止対策推進法より＞ 

『いじめ』とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人

間関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われ

るものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

具体的ないじめの態様は、以下のようなものがある。 

・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

・仲間はずれ、集団による無視をされる 

・軽くぶつかったり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

・金品をたかられる 

・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 

・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる等 

 

【重大事態の定義】＜いじめ防止対策推進法より＞ 

・いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認

める事態（自殺等重大事態） ※生命被害、身体被害、財産被害、精神被害 

・いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い

がある事態（不登校重大事態） 

※学校は、欠席期間が３０日（目安）に到達する前から設置者に報告・相談し、情報共有を図るとと

もに、重大事態に該当するか否かの判断を学校が行う場合は、よく設置者と協議したりするなど丁

寧に対応する。 

 

（１）本校のいじめに対する基本的な考え方 

 いじめはどの学校でも起こり得ることと認識し、日ごろの生徒の様子に目を配り、担任だけで抱え込

むのではなく、全教職員で組織として対応しなければならない問題である。いじめ問題に対しては、毅然

とした態度で対応し、いじめられたことによる、身体的、精神的な苦痛を考え、被害生徒を全面的に守る

という姿勢を持つ。いじめ対応をしたことによるより強い報復行為についても絶対に守りぬくという決

意を持つ。また、加害生徒についても何らかの心理的問題を抱えていることがあるので、毅然とした指導

後に言い分も聞き、必要な支援を行う。その際、個人情報の取り扱いについては細心の注意を払う。 

 

（２）学校及び職員の責務 

 いじめは生徒の生命に関わる重大な問題であることを全職員が認識し、１人で抱え込むのではなく、

「報告・連絡・相談」を徹底し、全教職員で連携する。いじめに気づいた職員は、速やかに「学年主任→

生徒指導主任→管理職」へと報告し、対策を十分に検討した上で組織として対応する。また、日頃から保

護者との関係を密にし、場合によっては家庭訪問を積極的に行う。 



（３）いじめ防止の組織並びに役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①いじめ対策委員会 

 ・重大事態が確認された場合、校長が緊急会議を招集し、関係機関と連携して対応にあたる。 

・学校基本方針を策定し、全職員、生徒、保護者に周知する。 

②生活指導部会（毎週開催） 

  ・いじめの疑いに関する情報や生徒の問題行動などに係る情報を収集し、記録・共有し、対応策を講 

じる。 

③教育相談部会（毎週開催） 

  ・学期ごとに「心と学校生活アンケート」を実施し、生活指導部会と連携して、いじめの早期発見・ 

対応に努める。 

・いじめの相談や悩みごと等の相談に乗り、必要に応じてカウンセラー等に繋ぐ。 

 

２．いじめの対応 

 

（１）いじめの未然防止と早期発見 

①未然防止 

・学級会活動（話合い活動）を通じて、互いの考えを理解し認め合うことで、豊かな人間関係を構 

築する。 

・職業体験等の様々な体験活動を通して、人との関わりを深め、思いやりや優しい心、豊かな心を 

培う。 

・普段の授業や学校行事で、生徒が主体的に活躍することで、「自己存在感」や「自己有用感」を 

高める。 

   ・本音で議論する道徳の授業を通じて、豊かな心を培う。（いじめを題材にした劇を行い、テーマ

に沿って討議を行う。） 

【生活指導部会】 

校長、教頭、生徒指導主事、学年生徒指導担当、養護

教諭、ライフカウンセラー、不登校担当 

【いじめ対策委員会】（生活指導部会＋４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関係機関】 

警察、児童相談所、医療機関等 

【第三者委員会】 【市川市教育委員会】 

【関係行政機関】 

教務主任、学年主任、

スクールカウンセラー 

【教育相談部会】 

校長、教頭、学年教育相談担当、養護教諭、ライフカウンセラー、不登校担当 



・保護者に対していじめ防止対策推進法を周知し、家庭と学校が連携して対応できる体制を整え 

る。 

②早期発見 

・普段から生徒の変化に気を配り、何気ない声掛けを大切にすることで生徒との信頼関係を築く。 

・学期ごと（年３回）に「心と学校生活アンケート」を実施し、その後、教育相談を実施する。心 

配な生徒については共通理解を図り、学年・学校体制で対応していく。 

   ・三者面談や必要に応じて家庭訪問を実施し、生徒理解に努める。 

   ・随時、本人や保護者からの相談に対応する。 

・相談室にカウンセラーが週４日勤務し、自由来室や予約制の相談により、早期発見に努めると 

ともに心のケアに努める。 

   ・週１回の生活指導部会と教育相談部会で情報を共有し、対応について検討するとともに、月１回 

の職員会議で情報を再確認し、学校体制で対応する。 

 

（２）いじめが発生した際の対応 

   ※一人で抱え込まず組織で対応し、いじめられている生徒を絶対に守り抜く。 

・当事者双方、周りの子どもから聴き取り、記録する。 

               ・個々に聴き取りを行う。 

               ・複数の職員で聞き取り、関係職員と情報を共有し正確に把握する。 

               ・ひとつの事象にとらわれず、いじめの全体像を把握する。 

 

               ・指導のねらいを明確にする。 

               ・すべての教職員の共通理解を図る。 

               ・対応する教職員の役割分担を考える。 

               ・教育委員会、関係機関との連携を図る。 

               ※重大事態と判断 → 「３．重大事態への対処」に従って対応 

 

               ・いじめられた子どもを保護し、心配や不安を取り除く。 

               ・いじめた子どもに、相手の苦しみや痛みに思いを寄せる指導を十分 

に行う中で「いじめは決して許されない行為である」という人権意識 

をもたせる。 

               ・加害者支援の立場から、加害者の抱える課題にも目を向け、成長支援 

の視点を持つ。 

 

               ・直接会って、具体的な対策を話す。 

               ・被害・加害を問わず保護者の協力を求め、今後の学校との連携方法 

を話し合うなど支援していく。 

 

               ・継続的に指導や支援を行う。 

               ・カウンセラー等（関係機関）の活用も含め心のケアにあたる。 

               ・心の教育の充実を図り、誰もが大切にされる学級経営を行う。 

               ・解消の判断は安易にしない。 

正確な実態把握 

指導体制、方針決定 

重大事態の判断 

生徒への指導・支援 

保護者との連携 

その後の対応 



３．重大事態への対処 

 

 生命・心身又は財産に重大な被害が生じた疑い（自殺の企図等）や、相当の期間（年間３０日を目安）

学校を欠席することを余儀なくされている疑いがある場合は、以下の対処を行う。 

※重大事態は、事実関係が確定した段階で重大事態としての対応を開始するのではなく、「疑い」が

生じた段階で調査を開始しなければならないことを認識すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．公表、点検、評価等について 

 

いじめ問題を隠蔽せず、学校いじめ防止基本方針が機能しているか、定期的に点検、評価を行う。 

（１）学校だより、ホームページで「学校いじめ防止基本方針」の公表をする。 

（２）いじめの統計を基に年度末に、職員会議の場で点検、評価を行う。 

（３）いじめの問題への取組を保護者（学校運営アンケート）、生徒（いじめアンケート、授業評価）、 

教職員（職員会議）で評価し、評価結果を踏まえ必要に応じて修正を加える。 

 

令和５年３月１４日改定 

重大事態が発生 

速やかに報告、連絡、相談を確実に行う。 

発見者→担任→学年主任→生徒指導主任→管理職（いじめ対策委員会の招集）→教育委員会 

※１人で対応せず、情報が変化した場合にはその都度上記の流れで報告、連絡、相談を行う。 

教育委員会と協議し、いじめ対策組織（第三者委員会）を召集する。 

いじめを受けた生徒、保護者に事実関係やその他の情報を適切に提供する。 

調査結果を教育委員会に報告する。 

調査結果を踏まえ、教育委員会指導の下、問題の解決に向けて必要な措置を講ずる。 


